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１　沿　　　　　　革
　昭和２２年　５月　３日　　　・地方自治法第１５８条の規定により、総務部に人事、統計、

　　　　　　　　　　　　　　　　地方、議事、渉外、調査、会計の７課を設置

　昭和２２年　６月　１日　　　・税務課を新設

　昭和２２年　８月１５日　　　・職員課を新設

　　　　同　　　上　　　　　　・知事室から文書課を移管

　昭和２３年１１月１８日　　　・教育課を新設

　昭和２４年　８月１２日　　　・教育課を教育室に改称

　昭和２４年１０月１９日　　　・大手前会館を新設

　昭和２４年１０月２０日　　　・税務課を税務第一課、税務第二課に分割

　昭和２５年　４月　１日　　　・税務長及び税政課を新設

　　　　同　　　上　　　　　　・教育室を教育課に改称

　昭和２５年　６月　１日　　　・府税事務所（北、福島、東、西、天王寺、南、大淀、東成、

　　　　　　　　　　　　　　　　生野、城東、阿倍野、西成、堺、布施）を設置

　昭和２６年　４月　９日　　　・大淀府税事務所を淀川府税事務所に改称

　昭和２７年　４月　１日　　　・渉外課を外務課に改称

　　　　同　　　上　　　　　　・調査課を廃止

　昭和２８年　２月　１日　　　・議事課を庶務課に改称

　　　　同　　　上　　　　　　・会計課を管財課に改称

　昭和２８年１１月３０日　　　・浪速寮を新設

　昭和３５年　７月　１日　　　・税務第一課、税務第二課を統合し、課税課を設置

　　　　同　　　上　　　　　　・用度課を新設

　昭和３８年　８月　１日　　　・企画部新設に伴い、統計課及び教育課を移管

　昭和３８年　８月　１日　　　・職員長を新設

　昭和３８年　８月　７日　　　・給与課を新設

　　　　同　　　上　　　　　　・職員課を厚生課に改称

　　　　同　　　上　　　　　　・行政調査課を新設

　昭和３９年１０月１７日　　　・職員研修所を新設

　昭和４０年　４月　８日　　　・庶務課を財政課に改称

　　　　同　　　上　　　　　　・国際博覧会推進本部事務局を新設

　昭和４０年　４月　８日　　　・行政調査課を法制調査課に改称

　昭和４０年　９月１５日　　　・国際博覧会推進本部事務局を万国博覧会準備事務局に改称、

　　　　　　　　　　　　　　　　庶務部庶務課及び事業部事業第一課、事業第二課を新設
　昭和４１年　４月１６日　　　・寝屋川自動車税事務所、和泉自動車税事務所を新設

　昭和４１年１０月１８日　　　・万国博覧会協力局新設に伴い、万国博覧会準備事務局庶務

　　　　　　　　　　　　　　　　部庶務課及び事業部事業第一課、事業第二課を移管

　昭和４２年　２月　１日　　　・布施府税事務所を東大阪府税事務所に改称

　昭和４２年　３月３１日　　　・大手前会館を廃止

　昭和４２年　４月２４日　　　・寝屋川自動車税事務所及び和泉自動車税事務所を自動車税

　　　　　　　　　　　　　　　　事務所及び同和泉支所に改称

　昭和４５年　４月　１日　　　・自動車税事務所及び同和泉支所を大阪自動車税事務所及び

　　　　　　　　　　　　　　　　和泉自動車税事務所に改称

　昭和４７年　４月　１日　　　・地方事務所を廃止し、府民センター及び府税事務所（７カ

所）を設置

　　　　同　　　上　　　　　　・寝屋川自動車税事務所を新設

　昭和５１年　４月２６日　　　・厚生課を職員厚生課に改称

　昭和５３年　４月　１日　　　・人事課、給与課、職員厚生課を統合し、人事課、職員課を

設置

　　　　同　　　上　　　　　　・法制調査課と文書課を統合し、法制文書課を設置

　昭和５７年　４月　１日　　　・外務課を旅券事務所に改称、商工部に移管

　昭和５８年１０月　１日　　　・和泉自動車税事務所なにわ支所を新設

　昭和６０年　３月３１日　　　・浪速寮を廃止

　平成　元年　４月　１日　　　・庁舎周辺整備室を新設

　平成　４年　４月　１日　　　・行政管理監を新設

　平成　６年　３月３１日　　　・府民センターを廃止

　平成１０年　３月３１日　　　・庁舎周辺整備室を廃止

　平成１０年　４月　１日　　　・知事直轄から消防防災安全課を移管

　　　　同　　　上　　　　　　・企画調整部から情報政策課を移管し、情報システム推進課

　　　　　　　　　　　　　　　　に改称

　　　　同　　　上　　　　　　・地方課を市町村課に改称

　平成１１年　５月　１日　　　・行政改革室を新設

　平成１２年　４月　１日　　　・府税事務所（２１所）を１２所に再編
　平成１２年　４月１７日　　　・行政改革室に行政改革課と法人指導課を新設
　　　　同　　　上　　　　　　・人事課と職員課を人事室に再編し、人事室に企画課・人事

　　　　　　　　　　　　　　　　課・厚生課を新設

　　　　同　　　上　　　　　　・職員研修所を本庁（人事室）へ統合

　　　　同　　　上　　　　　　・税政課と課税課を税務室に再編し、税務室に税政課・指導

　　　　　　　　　　　　　　　　課、検税課を新設

　　　　同　　　上　　　　　　・庁舎周辺整備室を用度課から分離し庁舎周辺整備課を新設

　　　　同　　　上　　　　　　・防災室を新設

　平成１３年　４月　１日　　　・行政改革室の法人指導課を出資法人課に改称

　　　　同　　　上　　　　　　・情報システム推進課を行政改革室に統合し、室内課として
　　　　　　　　　　　　　　　　設置

　平成１４年　４月　１日　　　・総務部行政改革室の情報システム推進課をIT推進課に
　　　　　　　　　　　　　　　　再編

　　　　同　　　上　　　　　　・総務部庁舎周辺整備課を廃止

　　　　同　　　上　　　　　　・総務部防災室の消防防災安全課を廃止し、危機管理課
　　　　　　　　　　　　　　　　及び消防救助課を設置

　平成１５年　４月　１日　　　・人事室の厚生課を廃止し、企画課を企画厚生課に再編

　　　　同　　　上　　　　　　・総務サービス整備課を新設

　平成１５年　５月３０日　　　・防災室を危機管理室に改称

　平成１６年　４月　１日　　　・総務サービス整備課を廃止し、総務サービス課を設置

　　　　同　　　上　　　　　　・用度課を庁舎管理課に改称

平成１７年　４月　１日　　　・危機管理室に保安対策課を設置（生活文化部から移管）
平成１８年　４月　１日　　　・法制文書課を法務課に改称

　　　同　　　上　　　　　　・管財課を財産活用課に改称

　　　同　　　上　　　　　　・危機管理室の消防救助課を消防防災課に改称

　　　同　　　上　　　　　　・統計課を設置（企画調整部から移管）
平成１９年　４月  １日　　　・行政改革室を改組し、行政改革課、出資法人課、ＩＴ推

　　　　　　　　　　　　　　　 進課をそれぞれ単独課として設置
　　　同　　　上　　　　　  ・地方自治法改正に伴う会計管理者の設置により、契約局を
設置（局内に契約総務課、契約第一課、契約第二課、技術
検査課を設置）
平成２１年　４月　１日
　　　・出資法人課を行政改革課へ統合

同　　　上　　　　　　・税務室の指導課と検税課を統合し、徴税対策課を設置

同　　　上　　　　　　・危機管理室を政策企画部へ移管

同　　　上　　　　　　・契約局の契約第一課、契約第二課、技術検査課を統合し、契約第一課、契約第二課を設置

同　　　上　　　　　　・消防学校を政策企画部へ移管

平成２２年　４月　１日　　　・出資法人課を新設

同　　　上　　　　　　・契約局の契約第一課を建設工事契約課に、契約第二課を委託物品契約課に改称
　平成２３年　４月　１日　　　・大手前・森之宮まちづくり課を新設
　　　　　　　　　　　　　　　・契約局の契約総務課、建設工事契約課、委託物品契約課を統合し、総務委託物品課、建設工事課を設置

　　　　　　　　　　　　　　　・府営印刷所を廃止
　平成２４年　４月　１日　　　・出資法人課を行政改革課へ統合

　　　　　　　　　　　　　　　・総務サービス課を人事室の室内課として設置

　　　　　　　　　　　　　　　・大手前・森之宮まちづくり課を庁舎周辺整備課に改称
平成２５年　４月　１日　　　・財政課、行政改革課、税務局、財産活用課、府税事務所（中央、なにわ北、なにわ南、三島、豊能、泉北、泉南、南河内、中河内、北河内、大阪自）を財務部の設置に伴い移管。

　　　　　　　　　　　　　　・人事室を人事局に改称。
平成２９年　４月　１日　　　・庁舎管理課及び庁舎周辺整備課を再編し、庁舎室を設置するとともに、室内課として庁舎管理課及び庁舎整備課を設置。

・ＩＴ推進課をＩＴ・業務改革課に名称変更（財務部行政改革課から業務改革に関する業務を移管）。
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３　事務事業執行概要
総務部は、内部管理部門として、各部局の業務が効率的かつ効果的に執行できるよう、府行財政全般にかかわる業務を行っている。

１　法務課
適正な法務事務の執行及びコンプライアンスの推進を図るため、条例の立案、規則等の審査、公報の編集、大阪府行政不服審査会の運営、行政手続に関する事務、訴訟、公益法人等に関する事務及び公益通報・公正職務執行に関する事務を行った。
２　人事局
（１）企画厚生課
職員の勤務時間その他の勤務条件、職員団体及び職員の労働組合、職員の給与制度、職員の安全衛生、並びに地方公務員災害補償基金大阪府支部に関する事務を行った。

（２）人事課
職員の任免、分限、懲戒、服務その他身分取扱い、組織及び職員の定数、職員の考査、並びに職員の人材育成に関する事務を行った。

（３）総務サービス課
総務サービス運営事業、職員の給与支給、各種手当の認定、職員の被服貸与、恩給、地方職員共済組合に関する事務を行った。
３　市町村課
市町村における組織、人事管理等の適正化をはじめ、効率的な行財政運営を行えるよう行財政全般にわたる助言を行うとともに、市町村への分権の推進に向け、中核市移行支援、権限移譲や市町村間の広域連携の促進に取り組んだ。
また、市町村の自律的な行財政運営を支援する見地から、市町村振興補助金の交付や市町村施設整備資金の貸付を行った。

４　庁舎室
（１）庁舎管理課
本庁舎（本館ほか11庁舎）及び咲洲庁舎の施設の維持並びに警備、清掃等管理業務を実施するとともに、老朽化が著しい施設・設備の安全性と機能を確保するため、改修を行った。

また、庁用自動車を効率的に運用した。

（２）庁舎整備課
大手前、咲洲の各庁舎の改修・整備及びその有効活用を図るとともに、庁舎周辺（大手前地区）の整備等を進めた。
６　ＩＴ・業務改革課
全庁的なＩＴ化を推進するため、職員端末機や庁内ネットワークの整備、基幹システムの運用、情報セキュリティ対策など庁内情報通信基盤の適切な管理・運用を図るとともに、各部局のＩＴ事業について調整や技術的支援を行った。また、大阪府庁版「働き方改革」の推進や、職員の業務の効率的、効果的な遂行につなげる業務改革の取組を行った。

マイナンバー制度に係るシステム整備と円滑な運用準備に関して、国・市町村や庁内関係課等関係機関との連絡調整や府内市町村のインターネットセキュリティ対策システムの整備等を行った。さらに、情報化に係る市町村の支援及び連絡調整等により、電子自治体の取組を推進した。
７　統計課
国の法定受託事務として、国勢調査や経済センサス等の各種統計調査を実施するとともに、調査の結果を各種刊行物や府ホームページ等で幅広く府民に提供している。
また、府勢の現状を統計面から明らかにするため、府民経済計算、産業連関表、消費者物価指数及び工業指数などの加工統計を作成している。
８　契約局
（１）総務委託物品課
入札・契約業務に係る総合企画及び調整を行うとともに、契約局競争入札審査会の運営、第三者で構成する大阪府入札監視等委員会による審議などにより、入札・契約事務の適正化に取り組んだ。府の調達契約から不正行為等を行った入札参加資格者を排除する入札参加停止措置を行うとともに、大阪府暴力団排除条例に基づき、府の調達契約からの暴力団排除を徹底し、暴力団等からの不当要求（行政対象暴力）を排除する取組みを行った。

また、建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、物品・委託役務関係に係る入札参加資格申請の審査・登録を行うとともに、委託役務業務、物品購入に係る入札・契約事務を実施した。
さらに、電子入札の適正かつ効率的な執行のため、電子調達システムの適切な運用及び管理を行った。
（２）建設工事課
建設工事、測量・建設コンサルタント等業務に係る入札・契約事務及びこれに伴う支出事務を行った。
また、建設工事、測量・建設コンサルタント等業務に係る給付の完了の確認検査及びこれらに係る成績評定を実施した。
事務事業実績
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